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1．はじめに 
（1）研究の背景・目的 
 戦後の大規模団地は、建物の老朽化や住民の高齢化、空

き住戸増加といった複合的課題に直面している。これに対

し独立行政法人都市再生機構（以下、UR）は、物理的再生

に加え、交流拠点整備や団体支援などのソフト施策を推進

しており、エリアマネジメントの役割が高まっている 1)。

一方で外部支援は事業性の限界を抱えるため、住民主体に

よる自立的運営への移行が重要課題であるが、その形成過

程や支援の役割に関する知見は十分でない 2)。 
 既往研究について、①住宅地エリアマネジメント、②団

地再生、③地域活動の三領域から整理できる。住宅地分野

では、齊藤ら(2024)3)が住民主体型組織における法的根拠の

弱さやフリーライダー問題を指摘し、齊藤(2010)4)は初動期

の制度設計と人材育成の重要性を示している。渡邉ら

(2016)5)は武蔵小杉・幕張ベイタウンを分析し、人的・財政

的資源、信頼に基づく連携、地域価値管理、受益負担ルー

ルを自立条件として整理した。団地再生分野では、松井ら

(2023)6)が民間参画の有効性と行政支援の必要性を示し、中

川ら(2023)7)や福本(2023)8)は茶山台団地を事例に、公的組織

のインキュベーション機能や拠点運営・調整機能を明らか

にした。地域活動では、森田ら(2024)9)が多主体連携による

拠点連鎖を示し、田口ら(2010)10)はキーパーソンの媒介機能

を、中澤ら(2015)11)は若葉台団地で自治会と拠点が活動を束

ねる構造を指摘している。以上より、自立には拠点、人材、

財源、主体間連携が不可欠である。一方、外部支援のもと

で形成された組織が、いかに段階を経て住民主体へ移行し、

そこに支援がどう寄与したかを整理した研究は少ない。 
そこで本研究では、UR 主導の団地再生のうち、賃貸と

分譲が併存し新旧住民が混在する事例を対象とする。こう

した混在型団地は各地に存在するものの、事業パートナー

方式によって初期からエリアマネジメントが導入され、外

部支援からコミュニティ主体へと円滑な移行を遂げた事例

は未だ数少なく、貴重な先進的成功事例といえる。 したが

って本研究は、これら先行する成功2事例におけるコミュ

ニティ主体の移行過程を詳細に解明し、UR や専門家によ

る財政・人的・制度的支援が自立化に果たす役割を検討す

ることで、持続可能な活動を支える効果的な支援のあり方

を明らかにすることを目的とする。 
（2）研究の対象 
本研究では、東京都のひばりが丘団地と兵庫県の浜甲子

園団地におけるエリアマネジメント組織2事例を対象とす

る。両事例はUR による大規模再生事業であり、賃貸・分

譲の併存や多主体協働による運営移行という共通点を持つ。

活動エリアの明確性や拠点、常駐体制といった自立の基盤

を共有する一方、物理条件や導入経緯は異なる。この対照

性から、主体移行における普遍的要素と地域依存要素を抽

出し、他地域に応用可能な自立プロセスの枠組みを検討す

る。 
 
2．団地再生におけるエリアマネジメントの枠組み 
（1）住宅地におけるエリアマネジメント 
エリアマネジメントとは、住民・事業者・地権者等が主

体となり、地域の環境や価値を維持・向上させる継続的な

取り組みである 2)。活動は景観形成、公共空間管理、防犯、

コミュニティ形成など多岐にわたる。人口減少やストック

活用の必要性を背景に、開発後も地域を育てる視点が重視

されている。 エリアマネジメントは商業地型と住宅地型に

大別されるが、特に住宅地では高齢化や老朽化への対応と

して必要性が高まっている。近年は開発事業者や専門家が

建替え後の団地におけるエリアマネジメント組織の自立プロセスと専門的支援の役割に関する研究 
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初期から関与し、ルール設計や財源確保を支える伴走支援

を通じて住民主体へ移行する「PPP 型モデル」が広がる一

方、担い手の固定化や財源不安も課題となっている 2)。 
（2）UR都市機構による団地再生整備方針 
 UR は、少子高齢化やセーフティネット機能拡大に対応

し、団地を地域資産として活かす持続可能なまちづくりを

基本理念としている。2008年の「UR賃貸住宅ストック再

生・再編方針」では、団地を再生・活用・用途転換・譲渡

等に類型化し、個別状況に応じた再生手法を示した。特に

郊外大規模団地では、建替えや改修を組み合わせ、都市の

福祉拠点としての機能強化を図ってきた 12)。2018年の「ビ

ジョン」では、既存建物を活かす「活用型」と「再生型」

を軸に、手法を複合的に用いる方針へ再整理された。ハー

ド整備だけでなく、交流拠点整備や活動団体の育成などソ

フト施策を重視し、多世代が住み続けられるコミュニティ

の再構築を図っている。UR は多主体と連携し、初期支援

から段階的に支えることで、建物更新にとどまらない地域

再生を推進している 13)。 
（3）専門家の支援と役割 
 住宅地や団地のエリアマネジメントでは、初動期から関

与する外部専門家が組織の成立と自立化を左右する。本研

究対象の 2 団地では、地域マネジメントを専門とする

HITOTOWA INC.（以下、HITOTOWA）が、立ち上げから

住民主体運営への移行まで伴走支援を行ってきた。 支援内

容は、地域調査に基づく将来像の共有、組織体制・拠点運

営・財源スキームの設計といった制度的基盤づくりから、

イベントを通じた関係構築、段階的な担い手育成、貸室事

業等による自主財源確保の支援まで多岐にわたる。移行期

には、理事・事務局人材の育成、会計・運営実務の支援、

マニュアル整備を通じ、円滑なバトンタッチを支えている。

運営を代行するのではなく、関与度を調整しながら住民の

自立的判断を促す「関係構築」「制度設計」「担い手育成」

「財源形成」を統合した伴走型支援である 14)。 
（4）住民主体化と自立の課題 
 エリアマネジメントの定着には、支援を住民主体へ円滑

に移行させることが不可欠である。外部支援への依存が長

期化すると、住民が受け身となり意思決定経験が蓄積され

ず、支援終了後に活動が停滞しやすい。そのため支援は運

営代行ではなく、住民の実践を通じて力を育てる育成型が

求められる 3)。自立的継続には、人的資源、安定財源、運営

ルール、地域との信頼関係の四要素を相互に整える必要が

ある。これらが欠けると公平性や透明性が損なわれ、組織

の持続性が弱まる。初期段階から基盤を計画的に構築し、

役割を段階的に住民へ移し、最終的に住民が意思決定と資

源管理を担える体制を築くことが自立化の要点である 5)。 
（5）本研究の分析枠組み 
以上を踏まえ、本研究では団地エリアマネジメント組織

の形成と自立化のプロセスを多面的に分析する。分析には、

（表-1）に示す関係主体へのヒアリング調査、および事業

報告書等の一次資料や広報媒体から得たデータを用いる。

分析枠組みの設定にあたっては、渡邉ら(2016)5)で示された

自立条件およびヒアリング結果に基づき、時間軸と分析軸

の二次元から捉えることとした。 まず時間軸は、専門家の

関与度と運営主体の変化を判断基準とし、制度・拠点を整

える「初期設計期」、専門家が伴走し担い手を育てる「伴走

期」、住民自身が運営を担う「自走期」の三段階に区分した。   

次に分析軸は、既往研究で提示された自立に不可欠な4要
素（拠点、人材、財源、主体間連携）と、これらを円滑に

機能させる全体システムを設計・構築する「支援構造」を

加えた計5項目を設定した。具体的には、外部の伴走・指

導体制を示す「支援構造」、参加層の拡大・継承を示す「人

材形成」、財務自立度を示す「財源構成」、活動基盤を示す

「拠点運営」、地域連携の深まりを示す「関係性構築」であ

り、これらを自立化を捉える指標とした。各時期における

分析軸ごとの変化と段階的移行の構造に基づき、対象2事
例の自立プロセスを客観的に比較・検証する。 

表-1 分析に使用した調査概要および資料 

 
3．ひばりが丘団地におけるエリアマネジメント 
（1）ひばりが丘団地概要 
 1959年、日本住宅公団により東京都西東京市・東久留米

市にまたがる約34haに180棟2,714戸が建設された。2DK
中心の住戸に加え、商店街や学校、公園を備えた先進的な

郊外住宅モデルとして発展したが、建物の老朽化や住民の

高齢化を背景に 1999 年から全面建替えを核とする団地再

生事業が開始された。高層化によりUR賃貸住宅は約1,500
戸へ集約され、余剰地は民間開発事業者による分譲集合住

宅・戸建住宅（計約1,200戸）や、民間事業者による高齢者

施設（特養・サ高住）、保育園、学童クラブ等の公共・福祉

施設へ更新・転用された（図-1）。 
2008年の地区計画策定後は、街区単位公募に代わり、ま

ち全体の価値向上とコミュニティ継続を目的とする日本初

のPPP型団地再生手法が導入された。2012年にはURがエ

リアマネジメントまで継続的に関与する事業パートナーを

公募し、選定事業者とUR による団地再生協議会が設置さ

れた。協議会では将来像の共有、街区計画、資金スキーム、

エリアマネジメント方針を一体的に協議し、民間事業者が

住宅整備に加えて地域運営にも関与する体制が整えられた。 
さらに、エリアマネジメントの持続的実施を担保するため、

開発事業者が運営組織を設立すること、各街区の事業者が

当該組織へ参加すること、事業者が負担金を拠出すること

が定められた。加えて入居者も月額300円の会費を負担す

る仕組みとし、地域運営を関係主体全体で支える体制が構

築された。また、URは既存テラスハウス（118号棟）を活
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動拠点として無償提供し、物理的基盤の面からもエリアマ

ネジメントを支援する体制を整えた。このように、UR や

民間事業者、分譲街区の管理組合、住民、既存自治会、福

祉・教育関係機関、さらには伴走支援を担う外部専門家に

至るまで、多岐にわたる関係主体がそれぞれの役割に応じ

てエリアマネジメントに関与・協働する構造が形成された。 

 
図-1 エリアマネジメント対象敷地国土地理院地図をもとに筆者加筆 

（2）まちにわひばりが丘 
 前項の取り決めに基づき、分譲街区の開発事業者に選定

された大和ハウス工業株式会社、株式会社コスモスイニシ

ア、オリックス不動産株式会社による共同企業体および住

友不動産株式会社、野村不動産株式会社を中心として、2014
年6月にエリアマネジメント組織「一般社団法人まちにわ 
ひばりが丘」（以下、まちにわひばりが丘）が設立された。

建替えによるハード再生と並行し、暮らしやコミュニティ

を育てるソフト面の再生を担う主体として位置づけられて

いる。2015年 4月には事務局が常駐し、同年 11月には活

動拠点「ひばりテラス 118」が開設された。当初は UR や

専門事業者、事業者側メンバーが運営を担っていたが、約

5年間の伴走を経て2020年6月に住民中心の運営体制へ移

行した。ひばりテラス118 では貸しスペースや店舗、共同

菜園などを運営するほか、「にわジャム」や「にわマルシェ」

といった交流イベントを開催し、多様な主体の参加を促し

ている。さらに機関紙やSNSを通じた情報発信を行い、地

域活動への参加の裾野拡大を図っている。 
（3）住民主体化に向けた取り組みと支援構造 
(3)-1 専門家の役割と展開 
① UR都市機構による支援 
 UR は、PPP 手法の導入決定からエリアマネジメント組

織の設立、拠点整備、住民主体への移行に至るまで、基盤

形成を主導した。ひばりが丘団地は駅から距離があり開発

事業者の参入が容易ではない立地であったことに加え、余

剰地の個別売却によるミニ開発の乱立や景観の分断、既存

コミュニティの希薄化が懸念されていた。こうした課題に

対応するため、賃貸街区と分譲街区が協調してエリア価値

を高める枠組みとしてPPP手法を採用し、事業パートナー

の選定と合意形成を段階的に進めた。特にエリアマネジメ

ント組織が自立的に運営できる制度設計が重視され、分譲

事業者の利益の一部を拠点整備費に充てる仕組みや、分譲

住民からの会費徴収制度を整備し、継続的な資金基盤を確

立した。また旧118号棟を低廉な賃料で提供し、活動拠点

の確保にも関与した。さらに自治会との対話やワークショ

ップを通じて既存住民の意向を空間整備や活動方針に反映

させ、住民主体への移行を支援してきた。 
②HITOTOWA INC.による支援 

HITOTOWA は、まちにわひばりが丘の立ち上げおよび

初期運営を担い、住民主体による持続的運営を見据えた基

盤形成を支援した。現地調査を通じて住民属性や地域活動

の実態を把握し、地域特性に即した活動設計を行った。特

に、過度な事業拡大を避け、無理のない規模と頻度で展開

する方針を初期から共有していた。人材育成の面では住民

ボランティア制度「まちにわ師」を創設し、講座や実践を

通じて企画や拠点運営に関わる担い手を育成した。実際に、

イベント運営や拠点管理、情報発信を経験する中で中核的

人材が育ち、後に理事や事務局を担う住民も生まれている。

拠点の初期運営では、日常的に人が集い関係性が醸成され

る環境づくりを進め、住民が利用者から担い手へと意識を

転換する機会を創出した。加えて、貸室やテナントによる

家賃収入モデルを構築し、会費依存に偏らない安定的な財

源基盤を確立した。活動の取捨選択や規模調整を行いなが

ら、人・場・金の三要素を段階的に整備し、住民へ円滑に

引き継ぐ体制を築いた支援であったといえる。 
(3)-2 人材育成と組織体制 
 まちにわひばりが丘では、住民主体への移行を見据え、

多様で段階的な関わり方を設けることを人材育成の柱とし

てきた。住民ボランティア制度「まちにわ師」では、養成

講座修了者がイベント企画や拠点運営補助、広報活動など

に参加している。これまでに約40名が修了しており、現代

表理事もその出身である。また、分譲街区の管理組合には

「コミュニティ担当理事」が設けられ、まちにわと住民を

つなぐ役割を担っている。まちにわ師と協働する中で活動

理解が深まり、理事会メンバーへと関与を広げる例もみら

れる。現在は理事会・事務局ともに住民が中心となり、各

管理組合が総会を通じて意思決定に関与する体制が形成さ

れている。（図-2、図-3） 

 
図-2 住民移行前の組織体制 参考文献15をもとに筆者作成 
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図-3 住民移行後の組織体制 参考文献15をもとに筆者作成 

(3)-3 財源構成 
財源は、会費収入、貸室賃料、テナント賃料、コミュニ

ティビジネス収入から構成される。コミュニティビジネス

にはレンタルボックス賃料、広告収入、視察ツアー参加費、

地域活性化事業などが含まれる。 
初期にはUR が民間事業者に対して、売却した土地代の

約 3％を寄付金としてエリアマネジメント組織へ拠出させ

る仕組みを構築し、その資金を初期運営費に充てた。現在

も約 7,000万円が基金として維持され、活動拠点の大規模

修繕に備える積立金として運用されている。また、拠点を

UR から低廉に借り受け、年間賃料約 150万円に対し、テ

ナント賃料約464万円、貸室収入約264万円を確保してい

る。設立後約5年間は年500万円規模の赤字が続いたが、

自主事業の拡大により現在は概ね収支均衡に至っている。

（図-4、図-5） 

 
図-4 収入内訳参考文献15をもとに筆者作成 

 
図-5 支出内訳参考文献15をもとに筆者作成 

(3)-4 活動拠点の運営と機能 
まちにわひばりが丘は、旧テラスハウス118号棟を改修

した活動拠点「ひばりテラス 118」を中心に事業を展開し

ている。施設は分譲・賃貸の別なく利用できる地域拠点と

して運営されている。館内には事務所のほか、大小6室の

レンタルスペース「HINATA」、雑貨販売の「HACONIWA」、

共同菜園「まちにわガーデン」、カフェや花店、カーシェア

などが設けられている。貸室・テナント収入は自主財源と

して活用されている。 
(3)-5 関係性とネットワークの構築 
 賃貸と分譲が混在する団地において、多様な主体をつな

ぐネットワーク形成が進められている。団地自治会とは再

生初期から意見交換や行事の共同運営を重ね、高齢化によ

り運営が難しい場面では補助を行う一方、内部運営には過

度に介入しない距離感を保っている。分譲街区とはコミュ

ニティ担当理事を介して連携し、管理組合間の横断的な情

報共有も促している。また、ひばりテラス118のテナント、

レンタルスペース利用者、学校法人、企業などもイベント

協力や賛助会員として関与し、活動の広がりを支えている。

にわジャムやマルシェ、落語会、子ども向け映画会など多

様な企画は、日常的な出会いと緩やかなつながりを生み、

互助関係や新たな活動の契機となっている。 
（4）住民主体化への移行プロセスと課題 
 まちにわひばりが丘の運営は、①初期設計期、②HITOTO 
WA による伴走期、③住民主体の自走期（2020年 6月〜）

の三段階に区分できる。本節では各段階の取り組み、支援

構造、課題と成果を整理する。 
(4)-1 初期設計期 
 ひばりが丘団地では、高齢化の進行や広大な敷地の一体

的再編といった課題を背景に、UR が日本初のPPP手法を

導入し、街区整備とコミュニティ運営を一体で設計する枠

組みを構築した。初期設計期には、エリアマネジメント組

織一般社団法人まちにわ ひばりが丘を将来的に住民主体

へ移行できるよう、引き継ぎ可能な制度設計と基盤整備が

重視された。具体的には、事業者公募段階で開発事業者に

運営への継続関与を求め、土地売却益の一部を拠点整備費

に充てる財源スキームを構築した。また、旧テラスハウス

を低廉に提供することで拠点と自主財源モデルを確立し、

分譲住民の会費を管理組合経由で徴収する仕組みにより安

定収入を確保した。さらに、既存自治会と丁寧に協議を重

ね、役割分担への理解を形成した。 
(4)-2 伴走期 
 2014年のまちにわ ひばりが丘設立から2020年の主体移

行までの約5年間は、事業者が常駐し、住民と実践を重ね

ながら担い手を育成する伴走期であった。中心的役割を担

ったHITOTOWA は、拠点を核に場・機会・人材を連動さ

せる支援モデルを展開した。レンタルスペースやテナント

運営等を通じて小規模収益を確立しつつ、運営マニュアル

整備や会計・広報支援を行い、業務を段階的に住民へ移譲

した。まちにわ師制度やコミュニティ担当理事制度により、

支援者から担い手へと関与を深める循環を形成し、学校や

企業との連携も拡大した。住民の負担に応じて事業内容を

調整する方針が、円滑な主体移行を支えた。 
(4)-3 自走期 
 2020年に運営の中核が住民へ引き継がれ、拠点運営・財

務管理・企画調整などを住民自身が担う体制が確立した。
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まちにわ師やコミュニティ担当理事制度を通じた段階的な

人材育成と、内部での役割循環が円滑な主体移行と継続性

を支えている。組織面では一般社団法人として意思決定体

制を整え、役割分担により負担の偏りを抑制している。財

源は貸し部屋・テナント賃料等のコミュニティビジネスに

より安定化し、拠点を活用した小規模収益の積み上げが持

続性を高めている。今後は担い手の継続的育成、事業多角

化、負担平準化が課題である。 
 
4．浜甲子園団地におけるエリアマネジメント 
（1）浜甲子園団地概要 
 浜甲子園団地は、1962年に当時の日本住宅公団によって

建設された大規模団地である。戦前は鳴尾飛行場やレクリ

エーション施設が立地し、戦中・戦後は軍用地や米軍施設

として使用されたが、1950年代後半の返還後、西宮市が住

宅公団を誘致して開発が進められた。約31haの敷地に150
棟・4,613戸を擁し、大阪・神戸への交通利便性を背景にベ

ッドタウンとして発展、1970年には約1万5千人が居住す

る巨大なコミュニティが形成された。しかし、建設から半

世紀が経過すると、建物の老朽化や高齢化（高齢化率48％）、

独居率の上昇、空き住戸の増加が顕在化し、コミュニティ

の希薄化が進行した。1986年には自治会が中心となり、再

生を求める運動を展開。署名活動や調査を通じて住民意向

を集約し、これを受けて1997年に協議が開始された。1998
年にはグランドプラン、1999年にはグランドデザインが策

定され、団地全体を視野に入れた再生方針が示された。2000
年から建替え事業が始まり、2002年には公団・西宮市・自

治会による再生運営協議会が発足。ハード整備と並行して

コミュニティや環境資産の継承について議論が進められた。

さらに 2013年には、持続的な地域運営を見据えて PPP 方

式によるエリアマネジメント導入が決定された。この再生

事業において高層化等により UR賃貸住宅が 43棟・2,269
戸へ集約されたことで生じた余剰地は、民間開発事業者（長

谷工コーポレーション等）による分譲集合住宅・戸建住宅

や、戸建住宅街区、福祉施設街区等の多角的な都市機能へ

更新・転用された（図-6）。事業者選定段階から地域価値向

上への貢献と組織設立を条件に組み込み、民間事業者と

UR 都市機構が基本合意書を締結した。土地譲渡価格の

1.5％相当額の拠出や戸当たり月額500円の会費負担、各街

区事業者の理事参画を定めるなど、財源とガバナンスを制

度的に担保した。2016 年には「一般社団法人まちのね 浜
甲子園」が設立され、ハード再編と連動したエリアマネジ

メント体制が構築された。このように、UR、民間事業者、

分譲街区の管理組合、住民、既存自治会、西宮市等の行政

機関、そして伴走支援を担う外部専門家に至るまで、多岐

にわたる関係主体がそれぞれの役割に応じてエリアマネジ

メントに関与・協働する構造が形成された。約25年に及ぶ

事業を経て 2025 年に最終戻り入居が完了し、浜甲子園団

地では建替えと地域運営を一体化した再生モデルが形成さ

れている。 

 
図-6 エリアマネジメント対象敷地国土地理院地図をもとに筆者加筆 

（2）まちのね浜甲子園 
浜甲子園団地では、UR と民間事業パートナーがエリア

マネジメント組織の設立と地域価値向上事業の実施を合意

し、2016年9月にまちのね浜甲子園が設立された。当初は

分譲街区に居住者がいない段階で事業者8社が理事として

参画し、ひばりが丘での前例を踏まえ、運営をHITOTOWA
に委託して基盤整備を進めた。その後、入居の進展ととも

に住民参加を拡大し、6年間の伴走支援を経て2020年6月
に住民主体へ移行した。「地域の中でつながりのない人をゼ

ロにする」など三つの理念のもと、拠点HAMACO:LIVING
やHAMACO:CLASS、OSAMPOBASEを運営し、多世代交

流や福祉・大学連携を展開している。ハード再編と連動し

た活動により、共助と共創の循環を生み出す持続的な地域

運営を実践している。 
（3）住民主体化に向けた取り組みと支援構造 
(3)-1 専門家の役割と展開 
① UR都市機構による支援 
 UR は、ハード整備に加え、ワークショップを通じたペ

ット共生住宅や共同菜園の整備など、コミュニティ形成の

基盤づくりを推進した。再生過程ではPPP方式を導入して

民間事業者を早期に確保し、協議会での合意形成を経て組

織設立を主導した。発足当初は監事、その後は正会員とし

て継続的に関与している。また、土地譲渡価格の一部を初

期資金として拠出し、改修前の集会所を「HAMACO: 
CLASS」として低廉に提供するなど、資金・制度の両面か

ら自立化を支援した。分譲・賃貸間の分断を防ぐ交流施策

も展開し、団地再生を地域全体の再生へと発展させている。 
② 民間開発事業者による支援 
 株式会社長谷工コーポレーションをはじめとする民間開

発事業者は、開発と地域運営を一体で行う枠組みに基づき、

組織運営や財務面で初期段階を支援した。土地取得費の一

部を組織へ拠出する仕組みにより、拠点整備や人材確保、

立ち上げ期の赤字補填に充てる運営資金が確保され、住民

主体へ移行するまでの安定的な活動が可能となった。 設立

当初は開発事業者8社の社員が理事を務め、代表理事も事

業者側から選出されるなど、運営の安定性と対外的信頼性
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を担保する体制を構築した。経営的視点から会計管理や予

算執行に関与し、持続可能性を意識した運営を支えること

で、住民主体による自立的運営へ円滑に移行するための初

期基盤を整える役割を果たした。 
③ HITOTOWA INC.による支援 
 HITOTOWA は開発事業者が設立した法人からの委託を

受け、立ち上げ約2年前から自立期まで一貫した伴走支援

を行った。活動方針策定、拠点整備、財源設計、スタッフ

育成など組織形成の中核を担い、ひばりが丘の事例を参照

しつつ、浜甲子園の条件に即して収支構造や事業計画を再

設計した。初期にはUR・事業者・自治体・住民間の対話を

重ね、理念と役割分担を共有。伴走期には「HAMACO: 
LIVING」を拠点に多世代交流や協働事業を展開し、段階的

な役割移譲を通じて住民主体への移行を促進した。あわせ

て収益事業や人材育成の仕組みを整備し、制度的支援と住

民運営を接続する基盤を築いた。 
(3)-2 人材育成と組織体制 
まちのね浜甲子園では、多様な関与段階を設けた人材育

成を推進してきた。スタッフは地元に限定せず外部からも

登用しており、現代表理事も拠点利用者からスタッフへ移

行した事例である。ボランティア制度「MACHINONE:Bit」
では、運営支援を担う「ささえびと」と、自主事業を企画

する「おこしびと」を配置。後者には約2年間の伴走支援

や施設無償提供を行い、専門性を活かした活動を育成して

いる。さらに有償ボランティア枠も設け、住民が段階的に

責任を担える仕組みを整えた。 組織面では、HITOTOWA
が一般社団法人の枠組みを設計し、正会員と理事の権限を

分担。理事は少人数制とし、多様性と合意形成を重視した

体制を構築した。こうした段階的な権限移譲を経て、2023
年に住民主体化を実現した。（図-7、図-8） 

 
図-7 住民移行前の組織体制参考文献16をもとに筆者作成 

 

図-8 住民移行後の組織体制参考文献16をもとに筆者作成 

(3)-3 財源構成 
まちのね浜甲子園の財源は、会費・自主事業収入・補助

金・初期拠出金の四本柱で構成されている。住民会費は基

礎的財源であり、分譲住宅の管理規約に月額500円のエリ

アマネジメント費を明記し、管理費と合わせて徴収する仕

組みとしている。任意加入ではあるが、趣旨説明を通じて

参加が継続されている。設立当初には、UR が開発事業者

に土地取得代の 1.5％相当額を寄付金として拠出させる制

度を設け、立ち上げ期の運営費や委託費に充当した。現在

も約2,300万円を積立金として確保している。 
運営にあたっては、西宮市の共生型地域交流拠点として

年約500万円の補助を受けているが、これに依存しない自

立的な財源確保に努めている。具体的には、カフェや貸教

室の収益、公園清掃受託などを組み合わせた自主事業を展

開している。年間予算は約 1,600 万円で、内訳は会費約 3
割、自主財源約4割、補助金約3割である。支出は人件費

が過半を占め、外部委託費も計上している。（図-9、図-10） 

 
図-9 収入内訳 参考文献16をもとに筆者作成 

 
図-10 支出内訳 参考文献16をもとに筆者作成 

(3)-4 活動拠点の運営と機能 
エリア内では三つの拠点を運営している。「HAMACO: 

LIVING」は、分譲マンション共用部を管理組合から賃借し

て運営。賃料や光熱費、人件費は主に市補助金を財源とす

る。「OSAMPO BASE」は、UR所有の防災倉庫を無償で借

用し、組織負担で内装改修を行いコミュニティカフェとし

て運営している。「HAMACO:CLASS」は、UR所有の旧集

会所を借用し、貸し教室として運営。これらの拠点は、会

費・事業収入・補助金を複合的に組み合わせて維持されて

いる。 
(3)-5 関係性とネットワークの構築 
「地域の中でつながりのない人をゼロにする」という理
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念のもと、スタッフが来訪者へ積極的に声をかけ、対話を

通じてボランティアや自主企画へ繋げる関係づくりを行っ

ている。団地自治会とは対話を重ねて相互理解を進め、現

在は行事支援や備品貸与などで連携している。また、武庫

川女子大学とは空間提案や健康相談で協働するほか、UR
とは「DANCHIつながるーむ」や社会実験で連携。さらに

近隣の社会福祉法人等と見守りネットワークを形成し、高

齢者支援にも取り組んでいる。 
（4）住民主体化への移行プロセスと課題 
 まちのね浜甲子園の運営は、①法人設立から拠点開設前

までの「初期設計期」（〜2017年4月）、②HITOTOWA が

運営に関与し基盤を整えた「伴走期」、③住民主体へ移行し

た「自走期」（2023年6月〜）に整理できる。 
(4)-1 初期設計期 
浜甲子園団地の再生では、建替え初期からハード・ソフ

ト一体の施策が構想され、2013 年に PPP 方式が採用され

た。UR 主導で事業パートナーを選定し、再生後も活動が

継続する制度枠組みを設計。開発事業者が土地取得代の

1.5％を拠出する制度により、立ち上げ期の運営資金を確保

した。支援に参画したHITOTOWA は、団地の立地や住民

構成を踏まえ、財源や人材育成の仕組みを再設計した。2016
年の法人設立、2017年の HAMACO:LIVING開設を経て、

制度設計と空間整備が一体的に進められた。拠点は交流の

場であると同時に、将来的な自主財源を生み出す基盤とし

て位置づけられた。 
(4)-2 伴走期 
伴走期は、HITOTOWAが事務局を担いつつ、住民主体運

営を見据えて制度・人材・財源の基盤を整える段階であっ

た。拠点HAMACO:LIVING での積極的な声かけにより、

居住区分を越えた交流を醸成。利用者がイベント補助や企

画提案へ関与を深める循環を生み出した。 担い手育成では、

無償ボランティア「MACHINONE:Bit」に段階的役割を設け、

主体的成長を促した。有償ボランティア制度の導入や、利

用者からスタッフへの登用も進められた。財源面では、カ

フェや貸教室収入等の自主財源を拡充し、補助金依存を抑

制。行政・大学・自治会等との連携を通じ、多主体協働の

基盤を段階的に整えた。 
(4)-3 自走期 

2020年に理事会・事務局の中核が住民へ引き継がれ、本

格的な自走期へ移行した。組織は一般社団法人の枠組みを

活かし、正会員と理事を分離することで権限の集中を防い

でいる。ひばりが丘の事例（管理組合を正会員としたこと

で意思決定負担が増大）を教訓に、浜甲子園では管理組合

を正会員とせず、連携関係に留める設計とした点が特徴で

ある。 財務面では、補助金終了後を見据え、初期拠出金の

一部を内部留保しつつ新規事業を検討している。

HITOTOWA とはアドバイザー契約へ移行し、月 1回の助

言を受ける体制で日常業務は住民が担う。地域連携では、

自治会や社協、学校PTA等が参加する団地連絡会を通じて

情報共有を図り、生活課題に応じた協働体制を更新してい

る。専門家機能の地域内部への移転を経て、2023年には住

民主体運営が安定的に維持される段階に至った。 

 
5．自立プロセスの整理 
（1）組織の自立プロセス 
本研究対象の「まちにわひばりが丘」と「まちのね浜甲

子園」は、URによる団地再生を契機に、外部主体主導から

住民主体へと移行するプロセスを経験している。両事例の

比較から、その形成過程は、①初期設計期、②伴走期、③

自走期の三段階に整理できる。 
初期設計期では、UR や民間開発事業者が制度的・物理

的基盤を整備した。ひばりが丘ではPPP方式により事業者

からの拠出金を財源とする仕組みが設計され、UR が拠点

を低廉な家賃で提供した。浜甲子園でも事業パートナー方

式による拠出金を初期財源とし、マンション共用部や団地

施設を拠点として活用した。これらの設計により、活動の

場と初期運営資金という組織の基盤が確保された。 
伴走期では、外部専門家HITOTOWA が地域に入り、住

民と協働しながら担い手育成と関係調整を進めた。両団地

とも、利用者からボランティア、スタッフ、理事へと段階

的に関与を広げる仕組みを整備している。ひばりが丘では

「まちにわ師」講座を通じて企画運営人材を育成した。一

方、浜甲子園では常設拠点での日常的な対話を起点とする

個別支援型アプローチにより、住民の関心や得意を活かし

た活動を創出した。こうした取り組みにより、住民が無理

なく関与を深められる人材循環の仕組みが形成された。 
自走期では、理事会や事務局の中核が住民へ移行し、拠

点運営や地域連携が地域内部で担われる段階となった。ひ

ばりが丘では管理組合が正会員として参画する構造を整備

し、浜甲子園では負担集中を避けるため管理組合を正会員

としない柔軟な体制を採用した。財源面でも拠点事業や会

費等を組み合わせた運営が確立し、外部支援縮小後も活動

が継続されている。 また、浜甲子園では、ひばりが丘にお

ける実践を踏まえ、初期段階から財源確保や運営体制の設

計が行われており、初期赤字を前提とした資金計画や自主

財源の確保を見据えた運営などにおいて、より計画的な運

営が可能となっていた。以上より、住民主体エリアマネジ

メントの形成は、外部が整備した基盤をもとに、担い手と

運営機能が地域内部へ段階的に移行していくプロセスとし

て整理できる。さらに、両事例に共通して確認された基盤

整備・人材育成・財源形成の段階的な連関構造は、個別条

件を超えて成立するものであり、他地域に応用可能な自立

プロセスの基本的枠組みとして位置づけることができる。 
（2）支援の効果と課題 
 前節で整理した自立プロセスを支えた要因として、UR・
民間開発事業者・外部専門家による支援の機能が重要であ

る。両事例の比較から、支援は主に「制度設計」「人材育成」

「運営支援」の三つの側面で機能していた。 
制度設計について、UR は拠点の提供や開発事業者から

の拠出金スキームの構築を通じて、活動の場と初期財源を

確保した。さらに、拠点を貸室やテナント活用などの収益

事業と結びつけることで、自主財源化の可能性を初期段階
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から組み込んだ。これにより、エリアマネジメント組織は

補助金に依存しない財政基盤を形成することが可能となっ

た。一方で、外部主体が設計した制度が地域条件と必ずし

も一致するとは限らず、浜甲子園では物理条件や住民構成

に応じた再設計が求められた。 
人材育成について、伴走期において外部専門家は、住民

との対話を重ねながら活動の認知度を高め、参加の裾野を

広げることから着手した。その過程で、関心や得意分野を

持つ住民を発掘し、事業企画や運営への関与へとつなげて

いった。ひばりが丘では講座型、浜甲子園では日常的な拠

点利用を起点とする形で、いずれも段階的参加を促す仕組

みが整備され、地域内部で担い手が再生産される構造が形

成された。さらに、運営を代行するのではなく、住民主体

への移行を前提に支援が設計されていた点も重要である。

実際には、初期 1〜2 年は事業者主体で関係構築と事業立

ち上げを行い、3〜4年目に住民と共同で運営しながら組織

像を形成し、5〜6年目には主体移行に向けた仕組み整備と

人材育成を進めるなど、段階的なプロセスが意図的に組み

込まれていた。また、当初から引き継ぎ時期が設定されて

いたことで、移行を逆算した支援が可能となっていた。一

方で、関係団体の担当者交代による連携の不安定化や、支

援の質が個人の力量に依存する点は課題として残る。 
運営支援について、自走期への移行に際し、外部専門家

は地域の活動を客観的に評価し価値を可視化する役割、制

度設計や財源スキームを支える実務的役割、地域条件に応

じて手法を調整する役割を担った。こうした伴走支援によ

り、外部支援が縮小した後も運営が継続できる体制が整え

られた。一方で、将来的には担い手の世代交代や収益事業

の変動への対応など、持続性に関する課題が残されている。 
以上より、住民主体エリアマネジメントの自立化には、

①初期段階での拠点と財源の確保、②段階的参加を促す人

材育成の仕組み、③自主事業を基盤とした財源多様化、④

外部専門家による伴走支援と段階的撤退が重要であること

が明らかとなった。（表-2）は、対象事例における5つの分

析軸（支援構造・人材形成・財源構成・拠点運営・関係性

構築）の時期ごとの変化と段階的移行のプロセスを整理し

たものである。 
表-2 自立プロセスの段階移行 

なお、本事例では初期資金スキーム構築や施設無償提供

など、UR の公的開発主体ならではの初期支援が大きな優

位性として寄与した点は無視できない。 その前提を踏まえ

つつも、本分析から提示された人・金・場の段階的な移行

構造は、UR 団地にとどまらず、広く住宅地コミュニティ

における主体移行を設計する際の基本的枠組みとして位置

づけることができる。 
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